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１．は じ め に

平成12年（2000年）４月１日からの介護保険制度

スタートまで，１年６ヵ月あまりとなった。厚生省

は平成12年度までに４万人の介護支援専門員（ケア

マネジャー）を養成する方針である。東京都では当

初の予定より３ヵ月遅れで，９月20日・27日に実務

研修受講の試験が行われる。

関係各施設等の職員を中心に，生き残りをかけた

危機感からだろうか，各講習会場では，熱気を帯び

た講習会が行われているという。

介護保険制度が始まり，介護保険の指定業者のも

とで働くには，ホームヘルパー２級課程を修了して

いることが求められる。

現在，全国にある能力開発施設の短期訓練課程

（６ヵ月）では，２～３ヵ所を除き，すべてホーム

ヘルパー１級課程を修了できる。

２．東京都の介護サービス科の能力開発

東京都における福祉サービスの人材育成の歴史を

考えてみると，今から40数年前にまでさかのぼる。

そのときから一貫して中高年女性のための訓練を行

ってきた。

1986年，男女雇用機会均等法が施行されたとき，

神奈川県などでは，即，男性も入校できるように変

更された。その当時，男性も受講できないのです

か？　機会均等法ができたのにおかしいじゃないで

すか？…等々の直接，あるいは電話での問い合わせ

がたくさんあった。

平成６年，府中技術専門校に介護サービス科が新

設され，そこだけが一般訓練として年齢，性別関係

なく入校できるようになった。そして，平成９年度

より，東京都で介護サービス科を展開しているすべ

ての校で一般向け訓練として，誰でも入校の機会が

得られるようになった。

新宿専門校は，東京都の介護サービス科の原点で

あり，途中，昭和48年に早稲田から高田馬場に場所

は変わったが，昭和31年からの長い歴史は平成９年

度を最後に廃科になった。

５校で展開していた中で，新宿校だけが年間２回

の入校で30名定員の集合訓練であった。

品川，板橋，八王子，府中の４校は都民が利用し

やすいように，いつでも，どこでも，受けたいとき

に訓練が受けられるようにモジュール訓練を実施し

ている。モジュール訓練は年間４回，定員15名で行

っており，平成10年度からは江戸川技術専門校が改

築され，この４月から訓練が始まった。

３．高齢化と介護保険法

WHO（世界保健機関）の定義によると，65歳以

上が総人口の７％を超えると高齢化社会，14％を超

えると高齢社会としているが，欧米諸国と比べ，わ

が国はわずか24年間という短期間で高齢社会に移行

している。

高齢化の進行は少子化と長寿化の相乗作用による

もので，医療の進歩・普及に伴い乳幼児の死亡率の

低下や高齢社会を出現させた。

高齢社会での最大の不安要因は介護の問題で，介
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護が必要になっても家族による介護が受けられず，

また介護の期間も長くなり，高齢者の虐待や介護疲

れ等の諸問題も生じている。

このような現状の中から，平成６年に国として初

めて介護保険制度の創設が提唱された。平成８年に

は西暦2000年のスタートを目指し，介護保険法案が

提出され，1997年12月に成立し，2000年４月から制

度が始まる。

３.１　介護保険制度について

①　この制度は保険を運営する“保険者”と，保険

に加入し保険料を支払う“被保険者”により構成

される。

②　運営主体となる保険者は区市町村を中心とし，

国・都道府県は財政面・実務面を支援する仕組み

となっている。

③　加入するのは40歳以上の個人で，保険料を負担

する。若年障害者は障害者プランに基づいて公費

によるサービスの提供を進めるとし，40歳以上か

らとしたのは，この年代から介護が必要になる可

能性も高く，親を介護する状態になりやすいこと

から保険料の支払いに理解が得やすいことによ

る。

④　40歳以上65歳未満の人を第２号被保険者と称

し，サービスを利用するには要介護状態が特定疾

病により生じたケースで，脳血管障害（脳梗塞・

脳卒中・脳血栓・脳内出血など），初老期痴呆等

と定められている。

⑤　保険料は所得に応じて決まり，高齢者の保険料

は原則として老齢年金から天引きする。財源は

50％を保険料で，残り50％は税金等の公費による。

65歳以上の人（第１号被保険者）は，保険料が所

得に応じた額となり，介護サービスの水準に応じ

て高低が決まる。年金額が一定額以上の人は年金

から天引きされる。

40歳以上65歳までの人（第２号被保険者）は加

入している医療保険によって異なり，それぞれの

算定方式によって決まる。

３.２　介護サービスを受けるには

平成12年度には第１号被保険者が約2200万人，第

２号被保険者は約4300万人と推定される。これらの

被保険者に介護サービスを提供するための介護保険

制度の仕組みは(財)長寿社会開発センターのパンフ

レットを引用させていただいた。（図１参照）

（１） 区市町村に要介護認定申請

介護の必要度（要介護度）を区市町村に申請し，

寝たきり状態や痴呆度などの要介護状態，要支援状

態が必要なのか，必要ないのか判定してもらう。

（２） 要介護認定

申請を行うと，区市町村の職員，介護支援専門員

（市町村の委託を受けた施設や事業者の職員）が家

庭にうかがい，心身の状況を調査する。その調査結

果とかかりつけ医の意見書をもとに保険・医療・福

祉の専門家からなる介護認定審査会で判定し，その

結果が通知される。

（３） 介護サービス計画の作成と実施

在宅サービスと施設サービスが受けられる介護を

認定された場合，保険・医療・福祉サービスが総合

的に受けられる。このサービスは要介護に応じて給

付額が変わり，その費用は６万円程度から29万円程

度と見込まれている。

４．介護労働と能力開発

介護保険制度の創設に伴い介護サービス供給は

「措置」から「契約」へと転換しつつあるが，その

ような状況で，重要な構成要素である介護労働とそ

の能力開発に何が求められていくのか，高齢福祉施

設で働く職員を対象として行われた調査をもとに考

えてみたい。

４.１　業務に関する意識

寮父母や介護員など生活全般について直接利用者

と接する介護職に従事している職員に，業務を遂行

していくうえで必要とする知識・技能を調査した項

目では，「介護技術，カウンセリング，心理学，医

学知識」が高く，これは高齢者の心身状態を的確に

把握し，効果的に処遇する知識や技能を求めている

と推察される。（図２参照）
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４.２　施設への就職経路

現在の施設への就職経路をみると，まだまだ新聞

広告等の募集や知り合い等による就職者が多いこと

が推察される。（表１参照）

次に年齢別，勤続年数別の項に注目してみると，

年齢が20歳代は介護福祉の専門学校からが多いと思

われるが，30歳代，40歳代，また勤続年数の長いも

のについては，技能専門校の修了生と思われる。

（表２参照）

また，知り合い等による就職の項が目立つが，こ

れは，この調査が多摩地域であり，これは地域性に

よるものと考えられる。

在宅サービス 

◇訪問介護（ホームヘルプ） 

◇訪問入浴 

◇訪問看護 

◇訪問リハビリテーション 

◇日帰りリハビリテーション 
　（デイケア） 

◇居宅療養管理指導 
　（医師・歯科医師による 
　　訪問診療など） 

◇日帰り介護 
　（デイサービス） 

◇短期入所生活介護 
　（ショートステイ） 

◇短期入所療養介護 
　（ショートステイ） 

◇痴呆対応型共同生活介護 
　（痴呆性老人のグループホーム） 

◇有料老人ホーム等における介護 

◇福祉用具の貸与・購入費の支給 

◇住宅改修費の支給 
　（手すり，段差の解消など） 

介護保険施設 

◇介護老人福祉施設 
　（特別養護老人ホーム） 

◇介護老人保健施設 
　（老人保健施設） 

◇介護療養型医療施設 

　・療養型病床群 
　・老人性痴呆疾患療養病棟 
　・介護力強化病院（施行後３年間） 

要介護認定 

・市町村で実施 
　要介護の審査判定は広 
　域的実施や都道府県へ 
　の委託もできます 

介護サービス計画の作成 

・介護サービスの 
　計画的利用の支援 

サービス利用 

利用者の一部負担 

市町村の 

個別徴収 

年金から 

天引き 

＊若年者の保険 
料については医 
療保険と同様に， 
事業主負担・国 
庫負担がありま 
す。 

医療保険者 

�健保組合 

�国保など 

一括納付 
（全国でまとめます） 

社会保険 

診療報酬 

支払基金 

交付 

サービス提供機関 被保険者 市町村・特別区 

保
険
料 

保
険
料 

 

都
　
道
　
府
　
県 

市
町
村
支
援 

審
査
・
支
払
い
等 

国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会 

保険料月額（平成７年度価格） 

・平成12年度（３年中期）　約2500円 

介護費用総額（平成７年度価格） 
（利用者の一部負担を含む） 

平成12年度　　　　　　　　約4.2兆円 

高齢者 
の 

保険料 
（17％） 

＊若年者 
の 

保険料 
（33％） 

公費 
（50％） 

 

国 
（25％） 

 

都道府県 
（12.5％） 

 

市町村 
（12.5％） 

第２号被保険者 

（40歳～64歳） 

4300万人 

（平成12年度） 

第１号被保険者 

（65歳以上） 

2200万人 

（平成12年度） 

約
３
割
の
人
が
対
象 

約
７
割
の
人
が
対
象 

図１　介護保険制度の仕組み

（財）長寿社会開発センター
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表１　現在の施設への就職経路＜1＞
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��福祉制度 

 カウンセリング 
心理学 

�
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医学知識 

指導員 

寮母・父 

看護婦 

介護職員 

図２　職種別必要と感じる知識・技能

男
　
　
女
　
　
別 

事
　
　
業
　
　
種
　
　
別 

集計回答者数 ハローワーク 
東京都福祉 
人材センター 

学校 
（訓練校含む） 

知人・親・親戚 
施設職員の 
縁故・勧誘 

新聞広告等 
募集案内 

その他 無回答 

男性 

 

女性 

 

不明 

 

合計 

 

養護 

老人ホーム 

特別養護 

老人ホーム 

軽費 

老人ホーム 

有料 

老人ホーム 

老人 

保健施設 

合計 

　　 

156 
（100.0％） 

12 
（7.7％） 

11 
（7.1％） 

40 
（25.6％） 

41 
（26.3％） 

24 
（15.4％） 

15 
（9.6％） 

11 
（7.1％） 

2 
（1.3％） 

43 
（7.1％） 

195 
（32.2％） 

45 
（7.4％） 

15 
（2.5％） 

0 
（0.0％） 

1 
（33.3％） 

0 
（0.0％） 

1 
（33.3％） 

67 
（8.8％） 

211 
（27.6％） 

56 
（7.3％） 

18 
（2.4％） 

6 
（10.3％） 

16 
（27.6％） 

4 
（6.9％） 

3 
（5.2％） 

48 
（8.8％） 

137 
（25.1％） 

43 
（7.9％） 

8 
（1.5％） 

3 
（10.3％） 

2 
（6.9％） 

3 
（10.3％） 

3 
（10.3％） 

7 
（10.8％） 

25 
（38.5％） 

1 
（1.5％） 

2 
（3.1％） 

3 
（4.5％） 

31 
（46.3％） 

5 
（7.5％） 

2 
（3.0％） 

67 
（8.8％） 

211 
（27.6％） 

56 
（7.3％） 

18 
（2.4％） 

605 
（100.0％） 

43 
（7.1％） 

29 
（4.8％） 

75 
（12.4％） 

160 
（26.4％） 

3 
（100.0％） 

1 
（33.3％） 

0 
（0.0％） 

0 
（0.0％） 

0 
（0.0％） 

764 
（100.0％） 

56 
（7.3％） 

40 
（5.2％） 

115 
（15.1％） 

201 
（26.3％） 

58 
（100.0％） 

4 
（6.9％） 

5 
（8.6％） 

3 
（5.2％） 

17 
（29.3％） 

545 
（100.0％） 

42 
（7.7％） 

30 
（5.5％） 

90 
（16.5％） 

147 
（27.0％） 

29 
（100.0％） 

1 
（3.4％） 

3 
（10.3％） 

7 
（24.1％） 

7 
（24.1％） 

65 
（100.0％） 

4 
（6.2％） 

2 
（3.1％） 

7 
（10.8％） 

17 
（26.2％） 

67 
（100.0％） 

5 
（7.5％） 

0 
（0.0％） 

8 
（11.9％） 

13 
（19.4％） 

764 
（100.0％） 

56 
（7.3％） 

40 
（5.2％） 

115 
（15.1％） 

201 
（26.3％） 

職
　
　
種
　
　
別 

指導員 

 

寮母・父 

 

介護職員 

 

介助員 

 

その他 

 

96 
（100.0％） 

1 
（1.0％） 

9 
（9.4％） 

18 
（18.8％） 

27 
（28.1％） 

14 
（14.6％） 

21 
（21.9％） 

6 
（6.3％） 

0 
（0.0％） 

389 
（100.0％） 

34 
（8.7％） 

29 
（7.5％） 

83 
（21.3％） 

91 
（23.4％） 

28 
（7.2％） 

88 
（22.6％） 

27 
（6.9％） 

9 
（2.3％） 

62 
（100.0％） 

4 
（6.5％） 

0 
（0.0％） 

9 
（14.5％） 

13 
（21.0％） 

4 
（6.5％） 

28 
（45.2％） 

2 
（3.2％） 

2 
（3.2％） 

15 
（100.0％） 

2 
（13.3％） 

2 
（13.3％） 

2 
（13.3％） 

2 
（13.3％） 

1 
（6.7％） 

4 
（26.7％） 

2 
（13.3％） 

0 
（0.0％） 

23 
（100.0％） 

1 
（4.3％） 

0 
（0.0％） 

2 
（8.7％） 

9 
（39.1％） 

3 
（13.0％） 

6 
（26.1％） 

1 
（4.3％） 

1 
（4.3％） 

単位：人（％）
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４.３　施設での正規職員の採用予定

雇用形態別職員構成においては，昭和63年の労働

研究所調査と平成２年３月発行の「女子専門職の就

労形態とその実態（老人福祉施設を中心として）」

の結果を比較すると，特別養護老人ホーム・軽費養

護老人ホーム等で約12ポイント減少している。（表

３～４参照）

一方，今後の傾向をみると，正規職員として採用

するかどうかわからないが約２／３を占めている。

また，いくつかの施設で聞き取り調査をしたとこ

ろ，「今の状況では今後どうなるのかわからないの

で採用を控えている。パート等で補っている」との

ことであった。（表５参照）

このことからも，雇用形態の多様化が一般化して

きたこと，介護保険制度の実施に向けて，今ひとつ

先が見えない状況がうかがえる。

しかし，今後も介護に携わる人材の需要は高いと

見込まれる。

５．今後の課題

介護保険法のもとではサービスの提供者は利用者

から選ばれる立場になり，「措置」から「契約」へ

表２　現在の施設への就職経路＜2＞

表３　雇用形態別職員構成（昭和63年）

年
　
　
齢
　
　
別 

勤
　
　
続
　
　
年
　
　
数
　
　
別 

集計回答者数 ハローワーク 
東京都福祉 
人材センター 

学校 
（訓練校含む） 

知人・親・親戚 
施設職員の 
縁故・勧誘 

新聞広告等 
募集案内 

その他 無回答 
　 

 

20歳代 

 

30歳代 

 

40歳代 

 

50歳代 

 

１年未満 

 

１～３年未満 

 

３～５年未満 

 

５～10年未満 

 

10～20年未満 

176 
（100.0％） 

11 
（6.3％） 

27 
（15.3％） 

77 
（43.8％） 

27 
（15.3％） 

9 
（5.1％） 

19 
（10.8％） 

5 
（2.8％） 

1 
（0.6％） 

124 
（100.0％） 

10 
（8.1％） 

8 
（6.5％） 

13 
（10.5％） 

34 
（27.4％） 

14 
（11.3％） 

28 
（22.6％） 

15 
（12.1％） 

2 
（1.6％） 

226 
（100.0％） 

18 
（8.0％） 

4 
（1.8％） 

16 
（7.1％） 

65 
（28.8％） 

19 
（8.4％） 

83 
（36.7％） 

17 
（7.5％） 

4 
（1.8％） 

213 
（100.0％） 

16 
（7.5％） 

1 
（0.5％） 

9 
（4.2％） 

66 
（31.0％） 

21 
（9.9％） 

76 
（35.7％） 

16 
（7.5％） 

8 
（3.8％） 

71 
（100.0％） 

7 
（9.9％） 

5 
（7.0％） 

12 
（16.9％） 

16 
（22.5％） 

7 
（9.9％） 

14 
（19.7％） 

7 
（9.9％） 

3 
（4.2％） 

234 
（100.0％） 

18 
（7.7％） 

26 
（11.1％） 

41 
（17.5％） 

50 
（21.4％） 

16 
（6.8％） 

56 
（23.9％） 

23 
（9.8％） 

4 
（1.7％） 

82 
（100.0％） 

5 
（6.1％） 

5 
（6.1％） 

15 
（18.3％） 

16 
（19.5％） 

9 
（11.0％） 

25 
（30.5％） 

3 
（3.7％） 

4 
（4.9％） 

179 
（100.0％） 

17 
（9.5％） 

3 
（1.7％） 

30 
（16.8％） 

45 
（25.1％） 

13 
（7.3％） 

61 
（34.1％） 

9 
（5.0％） 

1 
（0.6％） 

163 
（100.0％） 

7 
（4.3％） 

1 
（0.6％） 

16 
（9.8％） 

59 
（36.2％） 

19 
（11.7％） 

51 
（31.3％） 

10 
（6.1％） 

0 
（0.0％） 

勤
　
務
　
先
　
の
　
種
　
類 

合　　　計 正規社員 非常勤職員 そ　の　他 無　回　答 

全　　　　体 

特別養護老人ホーム 

養護老人ホーム 

軽費老人ホームＡ型 

軽費老人ホームＢ型 

高齢者在宅 
サービスセンター 

有料老人ホーム 

無回答 

 

1562 
（100.0） 

1466 
（93.9） 

19 
（1.2） 

14 
（0.9） 

63 
（4.0） 

1177 
（100.0） 

　 
（94.6） 

　 
（0.5） 

　 
（0.5） 

　 
（4.3） 

232 
（100.0） 

　 
（97.0） 

　 
－　 

　 
－　 

　 
（3.0） 

40 
（100.0） 

　 
（97.5） 

　 
－　 

　 
　－　 

　 
（2.5） 

6 
（100.0） 

　 
（100.0） 

　 
－　 

　 
－　 

　 
－　 

61 
（100.0） 

　 
（100.0） 

　 
－　 

　 
－　 

　 
－　 

39 
（100.0） 

　 
（41.0） 

　 
（33.3） 

　 
（20.5） 

　 
（5.1） 

7 
（100.0） 

　 
（71.4） 

　 
－　 

　 
－　 

　 
（28.6） 

単位：人（％）

単位：人（％）



30 技能と技術

と転換する。

老人保健福祉審議会において，介護保険制度の基

本理念，基本目標が96年４月の最終報告に盛り込ま

れた。この目標を達成するには，日常生活の支援や

介護を要する高齢者やその家族の希望を尊重し，そ

の人らしい質の高い生活が送れるように，社会的な

幅広い支援サービスを提供する必要がある。

現在のように，技能の高い専門職労働と未熟練労

働による介護の質と量が混在する状況においては，

能力開発で社会に即した質の高い人材を育成する必

要がある。

そのような修了生を送り出していくためには，

①　専門知識をしっかり持たせる。

②　介護従事者をしての倫理観を徹底させる。

③　生活を見つめる温かな感性，常に人間性を失わ

ず豊かな心が持てる。

④　自分の職域をしっかりわきまえながら，専門職

の仕事内容を尊重する。

⑤　信頼し，チームワークができる。

⑥　ほかの職種の人と対等に意見が述べられるよう

に知識を十分熟知する。

⑦　幅広い社会的常識が持てるようにする。

⑧　よりよい人間関係の形成ができる。

等々に配慮した能力開発が望まれる。

このような能力開発を行うには，指導する側の資

質が問われる。より専門的な知識技能が問われるこ

とはもちろんであるが，それ以上に一般の社会人と

してバランスのとれた人材でなければならない。

訓練・指導の内容に検討を重ね，今まで以上にニ

ーズを的確に把握し，今ひとつ先が見えない状況の

中で，世の中の熱気に巻き込まれることなく，冷静

に状況を判断していくことが必要である。

修了生の就職に関しても，今までの各種施設はも

とより，生活協同組合や福祉公社など相互扶助的形

態の住民参加型事業や民間のシルバー産業等に目を

向け，多様な雇用形態を考えていくことが今後の課

題となる。

表４　雇用形態別職員構成（平成10年）

表５　職種別職員の増減に関する今後の意向（正規職員）

正規社員 職員総計 
非正規 
職員 

派遣職員 

種　別　　計 

養護 
老人ホーム 

特別 
養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

有料老人ホーム 

老人保健施設 

その他の施設 

18 
（3.5） 

11 
（1.8） 

8 
（0.2） 

37 
（0.5） 

84 
（41.4） 

85 
（16.4） 

289 
（46.8） 

20 
（15.0） 

846 
（17.3） 

48 
（13.0） 

1372 
（20.4） 

119 
（58.6） 

414 
（80.1） 

318 
（51.5） 

113 
（85.0） 

4048 
（82.6） 

322 
（87.0） 

5334 
（79.1） 

203 
（100） 

517 
（100） 

618 
（100） 

133 
（100） 

4902 
（100） 

370 
（100） 

6743 
（100） 

種　別　　計 

養護 
老人ホーム 

特別 
養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

有料老人ホーム 

老人保健施設 

その他の施設 

110 
（100） 

26 
（23.6） 

8 
（7.3） 

76 
（69.1） 

94 
（100） 

16 
（17.0） 

5 
（5.3） 

73 
（77.7） 

12 
（100） 

2 
（16.7） 

10 
（83.3） 

9 
（100） 

9 
（100） 

64 
（100） 

14 
（21.9） 

7 
（10.9） 

43 
（67.2） 

62 
（100） 

14 
（22.6） 

4 
（6.5） 

44 
（71.0） 

8 
（100） 

1 
（12.5） 

7 
（87.5） 

5 
（100） 

5 
（100） 

11 
（100） 

5 
（45.5） 

6 
（54.5） 

7 
（100） 

1 
（14.3） 

6 
（85.7） 

8 
（100） 

4 
（50.0） 

4 
（50.0） 

5 
（100） 

1 
（20.0） 

4 
（80.0） 

7 
（100） 

1 
（14.3） 

6 
（85.7） 

6 
（100） 

1 
（16.7） 

5 
（83.3） 

寮　　　　母 寮　　　　父 

集計施設数 増やしたい 減らしたい わからない 集計施設数 増やしたい 減らしたい わからない 

単位：人（％）

単位：人（％）


